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環境の放射線管理とは,人 が作業 し,あ るいは居住

する環境の放射線 レベルや放射性物質による汚染の レ

ベルを-定 限度以内に維持することにより,放 射線作

業者や一般の住民に対 して,不 必要な被曝を避けさせ

,許 容された以上の被曝を起 こさせないよ うにするこ

とである。

このような目的で行な う一連の測定を,結 果の解釈

を含めて,作業環境の放射線モニタリング(以下モニタ

リングとい う)と い う。 このように作業環境のモニタ

リングでは,環 境における放射線および放射性物質に

よる汚染のレベルを測定し,放 射線作業者や一般の人

の被曝を推定し,ま たは被曝線量の上限を確認すると

ともに万一の事故に対する監視を行な う。その第2の

目的は,測 定の結果を解析 し,安 全性を評価すること

によって,施 設や作業方法の改善に役立たせるとい う

放射線防護に対 して予防的な役割を果すことである。

環境の放射線管理は,管 理区域内の管理 と管理区域

外(一 般環境)の 管理に分けられる。一般には事業所

内外を区分せず,管 理区域外を十分安全に して,管 理

を行な うのがよい。すなわち,原 子炉,再 処理工場な

どの大施設を除けば'管 理区域内および管理区域から

排出または持出されるものの管理を十分に行な うこと

により,管 理区域外の環境のモニタリングを省略する

ことができる。

本講では,管 理区域の設定に関する問題と作業環境

のモニタリングについて述べる。また測定によって得

られた結果を評価 し,判 断 と処置を効果的に行な うた

めに定められた基準,す なわち管理基準についても触

れる。

1.管 理 基 準

管理基準にはDWL*(誘 導作業限度)と,調 査レベ

ル**と がある。DWLは モ ニタリングの対象について

それぞれ最大許容線量に対応するレベルであって,こ

れを基準に管理を行なえば最大許容線量を越えること

がないようなものである。ただしDWLは 長期間(た

とえば3カ 月間)に ついて決めるのが一般的で,こ れ

を越えても最大許容線量を越えたことにはならない。

DWLの 代表的なものは表面汚染管理基準,放 出量の

基準などである。調査 レベルはあるモニタリングの対

象に対 し,DWLよ り十分小さなある値,す なわち調

査レベルをきめ,こ の値を越えた場合にのみその原因

調査を行な うものである。固定モニタの警報設定値が

その例である。調査 レベルは放射線モニタリングを能

率よく,し かも確実に行な うためのものであるから,

通 常の作業ではほとんどおこらないレベルで,し かも
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で きるだけ低い ところに設定する。

2.管 理 区 域

2・1管 理区域の設定

管理区域は,放 射線や放射性物質取扱い区域を一般

の環境から物理的に隔離 し,人 の被曝管理 と出入規制

をするために設定される。ICRPで は 「管理区域の範

囲は専門家の判断事項であるが,す べての場合に,管

理区域の外側の作業者が最大許容線量の3/10を こえて

被曝することがほとんどおこりそ うにないようなもの

でなければならない」と述べている。放射線障害防止

法では,放 射線 または汚染のレベルのどちらかが下記

の値になる可能性のある区域を管理区域に設定するこ

とを定めている。

i)外 部放射線線量は週30mrem(年 間1.5remに 相

当)

ii)空 気中または水中の放射性物質の1週 間の平均濃

度が告示*の 別表に示される許容濃度(1週168時 間)

の3/4(1週48時 間 の値の3/10)

iii)表 面汚染密度は許容 レベルの1/1。(α:10-5μCi/

cm2,β:10-4μCi/cm2)

また一般の居住区域における線量は週10mremを 越

えないようにしなければならない。

管理区域の設定にあたっては,日 常行なわれるはず

の放射線作業の うち,最 も高レベルの作業 を想 定 し

て,そ の広さを決めるが,実 際には,建 物や施設の状

況により,境 界設定や,出 入管理の便宜さを考慮 し,

境界の明らかな建物,あ るいは部屋を単位 とした管理

区域が設定される。とくに汚染の可能性のある場合は

上記の値にかかわらず,そ の区域を管理区域に設定す

るのがよい。

管理区域には,放 射線源からの外部被曝が主になる

区域(放 射線区域)と 内部被曝および汚染が主になる

区域,ま たは内外被曝ともに問題になる区域(汚 染管

理区域)と があ り,そ の管理の方式は大 きく異なって

くる。 これ らの区域は,さ らにその中で,線 量率や汚

染のレベルによって高 レベル区域 として,な わ,柵 な

どで区画するとともに,標 識でその危険性を明らかに

するのがよい。たとえば,線 量 率 が2～10mR/h以

上,表 面汚染が常時基準値を越えるような区域では,

人数および立入時間の制限など,そ の管理を厳重にす

る必要がある。

法律でも義務づけられている管理区域境界の標識の

ほか,放 射能標識は放射性物質の存在,そ の位置,放

射線線量率,汚 染の程度の標示な ど管理上重要な役割

注)放 射能マー クは半径10cm以 上

図1管 理区域などの標識

を果す。放射能標識の例を図1に 示す。

2・2汚 染管理区域の出入管理

図2は 汚染管理区域について管理に必要な機器類の

配置の例を示す。管理区域入口に放射線管理室を設け

てモニタの指示値を集中監視できるようにし,ま た出

入口には放射線,汚 染のレベルの分布および注意事項

の掲示板を置き,入 室者の注意を促すのがよい。汚染

管理区域では管理区域専用の靴のはきかえ,ま たはオ

ーバシューズの使用 と更衣を行な う。セル内への放射

性物質の移動な ど汚染発生の可能性の大きい区域は高

レベル汚染区域 として,こ の区域での作業には,さ ら

に靴のはきかえ,必 要な防護具の着用が行なわれる。

この図のように,手 足衣服汚染モニタを管理区域の

内側に置いた場合は,以 下に述べる作業者の表面汚染

モニタリングのほか,管 理区域内の表面汚染モニタリ

ングの補助としてきわめて有効である。

汚染の拡大を防止するためには,汚 染管理区域の出

口において,作 業者の手足,衣 服および持ち出す機器

・物品の表面汚染ならびに表面線量率のモニタリング

を確実に行な う必要がある。物品類のおもな対象は,

汚染区域からの固体廃棄物,区 域内で使用 した工具な

どがある。その管理にあたっては持ち出 し先が管理区

域内であるか,一 般の居住区域であるかによって,そ

の管理 レベルが異なる。

3.作 業環境 のモニタ リング

モニタリングの立案にあたっては,施 設の状況,放

射線作業の内容,起 こりそ うな被曝の型(線 種,外 部

被曝 と被曝部位,内 部被曝),作 業場所,周 辺への影

響などについてあ らか じめ十分に検討 し,測 定の対象

*科 学 技 術 庁 告 示第22号(35.9.30)
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図2(汚 染)管 理区域の平面図(例)

図3管 理区域内のモニタリング項 目

を明確に し,そ れに適 した測定器を選定す べ きで あ

る。

作業環境のモニタリングは,機 能別に環境モニタリン

グ(狭義),作 業 モニタリングと特殊モニタリングに

分けて考えると便利である。

環境モニタリングは,作 業環境そのものが連続作業

に適当であるかどうかを管理基準にてらしてチェック

するためのもので,空 間線量率,表 面汚染,空 気汚染

などがその対象 となる。モニタリシグの間隔はそれぞ

れの対象と作業環境の性質によってきまる。毎日のパ

トロールか ら1週 または1ヵ 月に1回 の定期サーベイ

などが考えられる。固定モニタ(エ リヤ ・モニタや,

塵 あいモニタ)に よる方法もこれに含 まれる。

作業モニタリングは,特 殊な作業や操作に伴 うモニ

タリングで一定のレベル以上の被曝が予想されるよう

な作業に対 して行なわれる。 このような作業を適確に

つかむためには,作 業者側からの確実な連絡が必要で

ある。

特殊モニタリングは,作 業手順を決めるのに必要な

データを得るためなど特殊な目的で詳細に行な うモニ

タリングである。これは施設の初使用,使 用条件の変

更,施 設の改修後な どに行なわれるもので放射線防護
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の予防的な役割を果すため重要である。

図3は 管理区域におけるモニタリングの項目と通常

用いられる測定器または測定法を図に示 したものであ

る。

数種の放射性物質のみを使用する小規模の管理区域

においては,そ の所在を明確にし,そ れを移動 または

使用するときに必要な防護手段(ゴ ム手袋の着用,サ

ーベイメータによる線量率のチェックなど)を 決めて

おけば十分な場合が多い。このいわゆる放射性物質の

所在管理は放射線管理において有効である。

以下にモニタリングの対象別にその目的と測定結果

の解釈上の注意事項について述べる。

3・1空 間線量率 のモニタリング

3・1・1目 的と方法

対象になるおもな放射線はX,γ 線およびβ,中性子

線である。モニタリングの目的は,

1)施 設 または作業方法な どの変更により作業環境

に異常な放射線レベルの ところが生 じていないことを

確認する。

2)作 業空間の線量率分布 と作業に必要 な時 間 か

ら,作 業位置における被曝線量を推定する。その線量

が基準値を越えるときは,作 業時間の制限,ま たは遮

へいの変更を含む作業方法の検討を行な う。

モニタリングの方法としてはサーベイメータによる

定期的測定とエ リアモニタによる連続測定とがある。

エリアモニタは主 として異常の発見のために設置する

もので,作 業時の被曝線量を推定するためには,作 業

位置における線量率をサーベイメータなどで測定する

か,エ リアモニタの指示値と同様な作業における過去

のデータとの比較から作業位置の線量率を推定する必

要がある。

施設の稼動開始に詳細な線量率分布を測定 しておけ

ば,条 件の変更があるまで,代 表点を測定するのみで

よい。また中性子線とγ線が混在 し,そ の比がほぼ一

定であるような場所においては,一 般には日常はγ

のみを測定し,そ れが通常 と異なる値になつたときに

両者を測定 し,そ の等価線量率を求める方法がとられ

る。中性子線の場合も,一 般に熱あるいは速中性子線

が同時に存在するので,監 視のためにはどちらかを定

期または連続測定を行なえばよい。

3・1・2測 定評価上の注意

GMサ ーベイメータは感度はよいが,エ ネルギー特

性がよくないので,異 常な放射線 レベル の検 出に用

い,線 量率を正 しく測定するときには電離箱サーベイ

メータを使用する必要がある。またGMサ ーベイメー

タは大線量率(10mR/h以 上),や パルス状放射線の測

定には適 しない。

放射性物質の取扱いにおいては,γ 線による外部被

曝のほかに,β 線による手の被曝防護が重要になる。

β線は透過力が小さいために,表1に 示すように,線

源の直近距離では,同 じキュリー数のγ線よりも被曝

が大きくなる場合がある。電離箱サーベイメータの窓

蓋を開けて測定 した場合,β 線をも検出できるが,一

般にはその指示値(mR/hで 目盛ってある)か らβ線

による吸収線量率を得るためには一定の係数をかけな

ければな らない。

3・2表 面汚染モニタリング

3・2・1表 面汚染の管理基準

表面汚染には固着性の表面汚染 と遊離性の表面汚染

とがある。これ らの表面汚染は表面か ら舞上がって吸

入摂取されることや,手 を経て口か ら飲み込まれるこ

とによる内部被曝,お よび汚染部に触れることによる

外部被曝をもた らすが,遊 離性の汚染による内部被曝

が最も問題になる。 したがって表面汚染密度 とそれに

伴 う空気汚染 との関係からつぎの仮定を設けて管理基

準値が導かれている。

一様な汚染面の表面汚染密度S(μCi/cm2)と 汚染の

舞上が りによる空気汚染の濃度C(μCi/cm3)と の関係

表1各 種の形状のβ線源の表面またはその近傍における吸収線量率

*7mg/cm2の 不 感 層 直 下 の値 で あ る。
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を示す遊離係数Kと しては4×10-7～2×10-8(cm-1)が

採用されてきたが,管 理区域では後者2×10-8(cm-1)

を用 いれば十分安全側である。そしてα核種 としては

239Puに 対する(MPC)α=2×10-12μCi/cm2
,β 核 種

に対する(MPC)α=3×10―11μCi/cm3(90Srで は3×

10-10μCi/cm3)を 遊 離係数Kで 割れば,許 容表面汚染

密度が導かれる。 この値は告示の最大許容表面汚染密

度(α 核種に対 し10-4μCi/cm2,β 核種に対 し10-3μCi/

cm2)と ほぼ一致する。

このように管理基準値は,最 も危険な核種について

換気されていない室内で汚染の面積が広 く(100m2程

度),か つ汚染が均一に分布 していると仮定 して誘導

されたものであるから一般の管理区域に,こ の基準を

適用する場合の安全係数は,一一般に100～1,000と 考 え

てよい。

3・2・2目 的 と方法

モニタリングの目的は,

1)表 面汚染が管理基準値以下であることを確認す

るとともに,そ の拡大防止のため除染の時期など必要

な措置を判断すること,

2)隔 離装置の欠陥および機器の故障などによる放

射性物質の漏えいや,作 業方法の欠点の検出,

3)空 気汚染モニタリングの必要性の判断資料を得

ること,こ れは一般に空気汚染の発生する区域では表

面汚染を伴 うからである。

遊離性の表面汚染の測定には,ス ミヤ法,す なわち

一定の面積(通 常約100cm2)を ロ紙片でこす り,ロ 紙

檀に付着 した放射能の β線またはα線を計数装置また

はサーベイメータで測定する方法を用いる。表面汚染

検査計では,固 着性 と遊離性の両表面汚染の和を測定

することになる。

3・2・3表 面汚染モニタリング上の注意

一般に区域の表面汚染は,ふ つ う最も表面汚染のお

こる可能性のある場所をふ くめて,作 業場の何点かを

定点 として選び,ス ミヤ法でサンプリングして測定す

る。汚染のとれやすさは放射性物質および汚染表面の

物理化学的状態によって異なる。床などの汚染に対 し

てはス ミヤ法による測定値は全汚染量の10%と 仮定 し

てもよい。

ス ミヤ ・サン プルによる表面汚染は実際上の汚染分

布全体を与えるものではないので,管 理基準値に近い

値が検出された場合には,さ らに詳細なス ミヤを行な

って処置を考慮する必要がある。管理基準値以上の汚

染が検出された場合,そ のレベル,面 積,拡 大性の有

無や核種(半 減期の長短,危 険性)に よっては直ちに

除染 しないで,な わ張 りなどの措置によってその拡大

を防止するだけで減衰を待つほ うがよい場合もある。

管理区域の項で述べたように出入管理の一環として

作業者の手,靴 や衣服の表面汚染の検査を す る こ と

は,人 の検査のほか,管 理区域内の汚染検出の補助的

効果がある。また汚染拡大防止の観点から,管 理区域

からの持出物品は表面汚染検査が行なわれる。放射性

物質や廃棄物を持ち出す場合の容器表面の 汚 染 検 査

は,一 般に γ の影響があるのでス ミヤ法によるが,

工 具,装 置などの場合は,ス ミヤ法 と直接サーベイメ

ータで測定する方法を併用する。

3・3空 気汚 染 モ ニ タ リシ グ

3・3・1モ ニ タ リン グの 問 題 点

放射性物質の体内摂取のふつ うのルー トは吸入によ

るものであるから,つ ぎのような作業では空気汚染の

管理が重要になる。

1)ガ スを発生する化学反応

2)液 体の蒸発

3)粉 末の飛散(個 体をけずるよ うな操作)

これらの作業では,グ ローブボ ックス,フ ー ドな ど

の施設を使用するなど,汚 染の密封または拡大防止 と

マスクの使用な どの防護手段が重要になる。

一方空気汚染のモニタリングにおいては,空 気汚染

モニタリングの結果を各個人が摂取 した放射性物質量

と直接結びつかないこと,す なわち作業者の呼吸域の

空気汚染濃度が固定モニタによる測定値 より一般に高

く,3～1,000に なること,塵 あいの粒度分布,化 学

的形状が問題になるような困難性があ り,大 型施設で

は空気汚染モニタリングはモニタリングのなかで最も

重要なものになる。

しか しながら,つ ぎのよ うな施設を除いては,表 面

汚染モニタリングを十分に行な うことにより空気汚染

モニタリングを省略できる場合の多いことが経験から

わかっている。

1)ガ ス状あるいは揮発性物質を大量に取 り扱 う施

設,た とえば数百mCi以 上 の トリチウムおよびその

化合物,ヨ ウ素およびその化合物を取 り扱 う施設,重

水炉,RI製 造工場など,

2)常 時 相当量の表面汚染がおこるような取扱い施

設,再 処理工場,燃 料加工工場,ウ ラン濃 縮工 場 な

ど,

3)プ ル トニウムおよびその他の超 ウラン元素取扱

い施設

4)ウ ラン鉱の採掘および製練工場。
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これ らの大型施設では,次 節に述べるような空気汚

染モニタリング方式が採用 されているが,使 用する放

射性物質が限られているときには,本 節の最初に述べ

たような特殊な作業をするときに,モ ニタリングを実

施すればよい。

3・3・2空 気汚染モニタリング方式

前項で述べたように,空 気汚染のモニタリングには

種々 の困難を含んでいるので,施 設および作業の特殊

性を考慮 し,モ ニタリング方式を決定する必 要 が あ

る。その計画にあたっては,適 切なサン プリング場所

と対象とする空気汚染の測定に必要な性能を備えたサ

ンプラまたはモニタを選ぶことが肝要である。

モニタリングにはつぎの3種 類の方式がある。

1)室 内一般空気のモニタリング

異常濃度の発生を早期に発見 し,警 報を発する目的

で高感度のモニタを用いる。サンプリング点 としては

異常濃度の発生を確実に検出しうる位置 として一般の

作業場所の付近の室内気流の風下,ま たは室内空気汚

染を代表 しうる位置 として室内排気口付近がよい。こ

の場合モニタの警報設定値は,最 大許容濃度の1/10以

下 とする。

2)局 所の空気モニタリング

作業室内の濃度分布を把握するとともに,測 定 した

濃度 と作業者の吸入量 との相関が得 られるよ う考慮 し

て,サン プリング点の選定を行な う。これはまた取扱

施設および作業方法について,空 気汚染の発生防止に

必要な改良改善のための資料を与える。サンプリング

点は2ヵ 所以上で固定 しており,そ れぞれにサンプ リ

ングロ紙が付属し,共 通のポンプで吸収する。

3)特 殊作業時のモニタリング

とくに空気汚染の発生する可能性のある作業時に,

特定の場所に臨時にサンプ リング点を設定 して,連 続

的に監視 し,異 常発生に対 して警報を発する目的で行

なわれる。

3・4放 射性排気と排水のモニタリング

3・4・1排 気モニタリング

非密封の放射性物質を取 り扱 う管理区域か らの排気

は一般に高性能エアフィルタな どで放射性塵あいを ロ

過 したのち(ヨ ウ素な どの揮発性物質のロ過にはチャ

コールフィルタ),煙 突か ら排出される。

この場合,障 害防止法では周辺住民の被曝を抑える

ため,排 気口における1日(8時 間)の 平均濃度,ま

たは,煙 突から排気する場合には大気拡散により事業

所境界の外の3ヵ 月間の平均濃度が告示別表の空気中

許容濃度の1/1。以下にすることを定めている。後者の

場合は,排 気口における濃度監視用のモニタをつける

ことが必要になる。 この場合,煙 突の高さと気象要素

の統計などから,拡 散を考えて,周 辺における最大被

曝地点で一般公衆の線量限度を越えないとい う条件か

ら放射性物質の放出率の管理基準を定め,こ れを十分

下回る調査 レベルでモニタが警報を発する よ うに す

る。

排気モニタによる監視は,結 果的には管理区域内の

空気を集めて測定することにな り,フ ー ドにおける作

業での事故的な空気汚染の検出など管理区域内の空気

汚染モニタリングに対 しても有効な役割 りを果たす。

3・4・2排 水モニタリング

放射性排水は貯槽にためてから,濃 度を測定 し,管

現基準値以下であれば一般 排水とする。管 理 基 準 値

は,放 射性廃液の発生量と通常希釈に用い られる水量

とから1日 平均と3ヵ 月平均の濃度について決めるこ

とができる。後者の場合は排水モニタなどによる監視

をする必要があるが,一 般には排水量は一 定 で はな

く,水 モニタの検出感度も排水モニタリング用 として

は十分でない場合が多いので,排 水口に,い わゆる比

例サンプラを設置 し,排 水量に比例 した水量をサシプ

リングし,測 定するほ うがよい。

3・5作 業 モ ニ タ リン グ

放射線作業を実施するにあたっては,事 前にその作

業によって起こりうる被曝について評価 し,必 要な防

護方法,モ ニタリングの方式を決定 した うえで作業に

着手 しなければならない。一定 レベル以上の作業にあ

たって,放 射線作業が適切な被曝管理のもとで行なわ

れるためには,作 業責任者は,前 もってその作業によ

る被曝の可能性を検討 し,被 曝のおそれがある場合に

は,放 射線管理担当者に連絡 し,放 射線防護について

必要な助言を求める。それによって,放 射線管理担当

者は,作 業内容に適 した防護ならびにモニタリング方

法を検討 し,必 要な作業中のモニタリングを行な うこ

とができる。このよ うに,被 曝管理の徹底を図るため

に,大 型の原子力施設では,放 射線作業許可(Radia-

tion Work Permit)が 用 いられ,定 められた様式によ

り被曝線量の評価,防 護手段の確認を行な うような制

度を採用 している。

作業モニタリングの準備でとくに注意すべき事項は

つぎのとお りである。

(1)起 こ りそ うな被曝について評価ができる測定器

を用意する。

(55)



262 RADIOISOTOPES Vol.19, No.5

(2)作 業 中に過度な被曝が発生 した場合,直 ちにそ

の作業が中止でき,そ の発生原因を除去できるように

あらか じめ作業前に配慮 してお く。

(3)管 理区域隣接の人々や直接作業に関係ない者で

その場所へ接近する人 々に対 して,被 曝の影響が及ば

ないように作業前に配慮 しておく。

(4)作 業時間の短縮によって被曝を少なくする必要

がある場合は,作 業技術の有無によって相当の差異が

生ずるため,モ ックアップによる訓練を行なった うえ

で作業に着手する。

作業の計画被曝線量は,作 業現場の外部被曝線量率

があ らか じめ測定できるものや,推 定によらねばなら

ぬものなどに分け られるが,い ずれも実測値 と推定値

から作業スケジュールをもとに線密に計画する必要が

ある。
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